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平成22年6月17日に提出いたしました第12期(自 平成21年4月1日 至 平成22年3月31日)有価証券報告書

の記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書

を提出するものであります。 

  

第一部【企業情報】 

 第５【経理の状況】 

  1 【連結財務諸表等】 

  (1)【連結財務諸表】 

     【注記事項】 

       【関連当事者情報】 

       Ⅱ 当連結会計年度(自 平成21年4月1日 至 平成22年3月31日) 

        1 関連当事者との取引 

  

１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

２ 【訂正事項】
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訂正箇所は  を付して表示しております。 

  

（訂正前） 

1 関連当事者との取引 

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引 

  (ア) 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等 

  

 
(注) 1．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。 

2．取引条件及び取引条件の決定方針等 

① 業務受託料については、市場価格及び総原価を勘案して当社希望価格を提示し、半期毎に交渉のうえ、価

格を決定しております。 

② システム開発受託料等については、市場価格及び総原価を勘案して当社希望価格を提示し、案件毎に価格

を決定しております。 

③ 商品の販売等及び商品の仕入等については、市場価格を基に価格を決定しております。 

④ ソフトウエア利用許諾料及び賃借料については、市場価格及び提示された価格を踏まえて、半期毎に交渉

のうえ、価格を決定しております。 

3．未払金の期末残高は経費立替分を除いております。また、パナソニック電工株式会社に対する当社の未収入

金が48百万円ありますが、当社の経費立替のため、除いております。 

4．業務受託は、情報システムサービスの提供等をしているものであります。 

  

３ 【訂正箇所】

第一部【企業情報】
第５【経理の状況】
１ 【連結財務諸表等】

(1)【連結財務諸表】

【注記事項】

【関連当事者情報】

Ⅱ 当連結会計年度(自 平成21年4月1日 至 平成22年3月31日)

種類
会社等の名称 
又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社
パナソニック 
電工株式会社

大阪府
門真市

148,513

照 明・情

報 機 器・

電 器・住

宅 設 備 等

の 製 造 及

び販売

(被所有)
直接 
63.69 
間接 
0.17

情報システ
ムサービス
の提供等

業務受託料 14,076

売 掛 金 2,596

システム開
発受託料等

4,500

商品の販売
等

1,037
工事未収入
金

449

商品の仕入
等

24

買 掛 金 17

ソフトウエ
ア利用許諾
料

78

賃 借 料 571 未 払 金 231
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（訂正後） 

1 関連当事者との取引 

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引 

  (ア) 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等 

  

 
(注) 1．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。 

2．取引条件及び取引条件の決定方針等 

① 業務受託料については、市場価格及び総原価を勘案して当社希望価格を提示し、半期毎に交渉のうえ、価

格を決定しております。 

② システム開発受託料等については、市場価格及び総原価を勘案して当社希望価格を提示し、案件毎に価格

を決定しております。 

③ 商品の販売等及び商品の仕入等については、市場価格を基に価格を決定しております。 

④ ソフトウエア利用許諾料及び賃借料については、市場価格及び提示された価格を踏まえて、半期毎に交渉

のうえ、価格を決定しております。 

3．未払金の期末残高は経費立替分を除いております。また、パナソニック電工株式会社に対する当社の未収入

金が48百万円ありますが、当社の経費立替のため、除いております。 

4．業務受託は、情報システムサービスの提供等をしているものであります。 

  

Ⅱ 当連結会計年度(自 平成21年4月1日 至 平成22年3月31日)

種類
会社等の名称 
又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社
パナソニック 
電工株式会社

大阪府
門真市

148,513

照 明・情

報 機 器・

電 器・住

宅 設 備 等

の 製 造 及

び販売

(被所有)
直接 
63.69 
間接 
0.16

情報システ
ムサービス
の提供等

業務受託料 14,076

売 掛 金 2,596

システム開
発受託料等

4,500

商品の販売
等

1,037
工事未収入
金

449

商品の仕入
等

24

買 掛 金 17

ソフトウエ
ア利用許諾
料

78

賃 借 料 571 未 払 金 231
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